
令和６年度 第２回 

高知市在宅医療・介護連携推進委員会 

資料 

日時：令和７年３月４日（火）19：00～21：00 

場所：高知市役所本庁舎６階611・612・613会議室 
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２ 在宅看取りにおける経過時期別連携シート（ver.1） 

３ 心肺蘇生を望まない傷病者への救急隊の対応に関するプロトコール 
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高知市在宅医療・介護連携推進委員会委員名簿 

（令和７年２月1日～令和９年１月31日） 

所属 氏名 

１ 高知県立大学看護学部 特任教授 森下 安子 

２ 一般社団法人高知県作業療法士会 副会長 有光 一樹 

３ 一般社団法人高知県訪問看護連絡協議会 会長 安岡 しずか 

４ 一般社団法人高知市医師会 理事 田邊 裕久 

５ 一般社団法人高知市医師会 理事 藤井 貴章 

６ 一般社団法人高知市歯科医師会 常務理事 石黒 純子 

７ 公益社団法人高知県看護協会 常任理事 中島 信恵 

８ 公益社団法人高知県薬剤師会 理事 田中 繁樹 

９ 公益社団法人高知県理学療法士協会 副会長 西村 敦司 

10 高知北在宅医療介護ネットワーク 委員長 中川 宏治 

11 高知県医療ソーシャルワーカー協会 副会長 佐々木 美知子 

12 高知県介護福祉士会 副会長 森本 俊介 

13 高知県通所サービス事業所連絡協議会 会長 細川 忠 

14 高知県ホームヘルパー連絡協議会 理事 戸田 理恵 

15 高知市居宅介護支援事業所協議会 会長 和田 真樹 

16 一般社団法人高知がん患者支援推進協議会 理事 川澤 成子 

17 高知市民生委員児童委員協議会連合会 副会長 藤崎 忠男 

18 高知市在宅医療介護支援センター 高橋 幸栄 

19 高知市基幹型地域包括支援センター 安部 朋宏 
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高知市在宅医療・介護連携推進委員会設置要綱を次のように定める。 

平成29年２月１日 

高知市長 岡 﨑 誠 也 

   高知市在宅医療・介護連携推進委員会設置要綱 

 （設置） 

第１条 医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が，住み慣れた地域で自分らしい暮らしを希望するまで続

けることができるよう，在宅医療及び介護を一体的に提供する体制を構築するための方策等を協議するため，

高知市在宅医療・介護連携推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は，次に掲げる事項について協議を行うものとする。 

⑴ 地域の医療機関，介護事業者等の情報の収集及び活用に関する事項

⑵ 在宅医療及び介護の連携に係る課題の抽出並びに対応策に関する事項

⑶ 在宅医療及び介護サービスの提供体制の構築の推進に関する事項

⑷ 医療・介護関係者の情報共有の支援に関する事項

⑸ 在宅医療及び介護の連携に関する相談の支援に関する事項

⑹ 医療・介護関係者の研修の実施に関する事項

⑺ 地域住民への在宅医療及び介護の連携に関する情報の普及啓発に関する事項

⑻ 在宅医療及び介護の連携に係る関係市町村との連携に関する事項

⑼ その他在宅医療及び介護の連携の推進のために市長が必要と認める事項

 （組織） 

第３条 委員会は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命する委員20人以内をもって組織する。 

⑴ 学識経験者

⑵ 保健，医療及び福祉関係団体の役職員

⑶ 市民

⑷ 行政関係者

⑸ その他市長が特に必要と認める者

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長１人を置き，委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は，会務を総理し，委員会を代表する。 

３ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき，又は委員長が欠けたときは，その職務を行う。 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

２ 委員は，再任されることができる。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は，委員長が必要に応じて招集し，委員長が議長となる。 

２ 委員会の会議において必要があると認めるときは，委員以外の者の出席を求め，その意見又は説明を聴くこ

とができる。 

（専門部会） 
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第７条 委員会の所掌事項について専門的に協議する必要があるときは，委員会に専門部会を置くことができ

る。 

２ 前条第２項の規定は，専門部会について準用する。 

３ 前項に規定するもののほか，専門部会の組織及び運営について必要な事項は，委員長が別に定める。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は，健康福祉部地域共生社会推進課において処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が委員会に諮って定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は，平成29年２月１日から施行する。 

 （会議の招集に関する特例） 

２ この要綱の施行の日以後最初に開催される委員会の会議は，第６条第１項の規定にかかわらず，市長が招集

するものとする。 

   附 則 

 この要綱は，令和２年３月５日から施行し，この要綱による改正後の高知市在宅医療・介護連携推進委員会設

置要綱の規定は，令和２年１月28日から適用する。 

   附 則 

この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 
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報告 

３．各団体の取組報告 

当日配付資料があります。

6



協議 

４．（１）市民啓発について
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１．市民啓発ワーキンググループ
開催日時：令和６年10月31日（木） 18：30～20：30

協議事項：
（１） 在宅医療・介護連携推進委員会としてめざす「市民啓発」について

＜意見＞
・別紙資料１：令和６年度第１回在宅医療介護連携推進委員会

（令和６年６月24日開催）委員意見
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１．市民啓発ワーキンググループ

ACPの啓発について

市民への啓発
集団への
働きかけ

個別支援

市が担う

専門職が担う
（各職能団体・職場）

支援者への啓発 各職能団体・職場単位でのスキルアップ
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１．市民啓発ワーキンググループ

①市民対象の出前講座

対象者 ： 出前講座に申し込んだ高知市民
目 的 ： （１） 受講者が『もしも』の時について考えることの重要性が分かる

（２） 受講者がACP（人生会議）について理解できる
その他 ： 出前講座は，基幹型地域包括支援センター（地域包括支援センター）

と地域共生社会推進課が共同で実施する。

令和７年度高知市が担う市民啓発について

②（案）広報あかるいまちでの啓発

対象者 ： 高知市民
目 的 ： 市民が，在宅療養についてイメージでき，ACP（人生会議）を行うこと

の重要性が分かる。
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１．市民啓発ワーキンググループ

③（案）市民フォーラムの開催

対象者 ： 高知市民

目 的 ： （１） 参加者が『もしも』の時について考えることの重要性が分かる
（２） 参加者がACP（人生会議）について理解できる

時 期 ： 未定（令和７年秋頃）

内 容 ： 在宅医療・介護に関わる専門職による講義を予定
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協議 

４．（２）多職種連携について 
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２．多職種連携ワーキンググループ
開催日時：令和６年11月７日（木） 18：30～20：30
協議事項：
（１） 在宅看取りにおける経過時期別連携シートについて

＜意見＞
・啓発については，各職能団体で継続して取り組む必要あり。
・看取りのケース以外でも，A3「メンバー紹介シート」は活用できる。
・経験の浅い新人職員や新たに立ち上がった事業所等は積極的に
活用できる。
・医療機関側は地域連携室だけでなく，リハビリ職や管理栄養士，病棟
看護師等の関与もある。
・用語の整理や体裁等改善できる点あり。

＜今後について＞
・周知啓発について
・内容のブラッシュアップ（ver.2の作成）について
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２．多職種連携ワーキンググループ
（２） 心肺蘇生を望まない傷病者への救急隊の対応に関するプロトコールに

ついて

＜意見＞
・医療機関と訪問看護やケアマネジャー，施設等との連携が必要だが，
周知啓発が十分でない。
・プロトコールの運用にあたり，県に更なる確認が必要。

＜事務局が整理した課題＞
①医療機関への周知
②プロトコールの対象者（がん末期，心不全など）
②指示書に代わる様式において必須となる項目
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２．多職種連携ワーキンググループ
（２） 心肺蘇生を望まない傷病者への救急隊の対応に関するプロトコールに

ついて

＜WG後の取組＞
・令和７年１月９日：基幹型地域包括支援センターと情報共有
・令和７年１月10日：高知市居宅介護支援事業所協議会理事会で啓発
・令和７年２月17日：高知県訪問看護ステーション協議会で啓発
・県との協議：在宅療養推進課，消防政策課
・高知市消防局救急課ホームページに様式リンク掲載
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